
   

平成26年５月21日 
各   位 

会 社 名  株式会社プラザクリエイト 

代 表 者  代表取締役社長 大島 康広 

（JASDAQコード番号7502） 

問合せ先  取締役管理本部長 大橋 正信 

ＴＥＬ   ０３－３５３２－８８２６ 

 

 

当社グループの組織再編（吸収分割及び合併並びに子会社の解散）の実施に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成26年10月１日を効力発生日として、当社事業の一部について、

当社を分割会社、連結子会社である株式会社プラザクリエイトストアーズを承継会社とする吸収分割を行う

ことを決議いたしました。 

また、平成26年７月１日を効力発生日として、当社は連結子会社である株式会社プラザクリエイトモバイ

リング及び株式会社プラザハート並びに株式会社Ｑｌｉｘと吸収合併を行うことを決議いたしました。さら

に、連結子会社である株式会社フォトネットの解散を行うことを決議いたましたのでそれぞれお知らせいた

します。なお、株式会社プラザクリエイトモバイリング、株式会社プラザハート及び株式会社Ｑｌｉｘは、

吸収合併により、株式会社フォトネットは、会社解散によりそれぞれ特定子会社に該当しなくなることも併

せてお知らせいたします。 

 

記 

 

１．吸収分割 

（１）吸収分割の目的 

当社グループは、「チェンジ＆チャレンジ」をスローガンに３年間の構造改革に取り組んでまいり

ました結果、店舗力の強化等が奏功し平成26年３月期の売上高が200億円を上回るまで回復いたしま

した。また、利益面でも安定的に利益が確保できる体制となりました。今後は、更なる成長を図る目

的で、当社が営むフォトショップ（フランチャイズを含む）の本部機能とモバイル事業の一次代理店

機能に関する権利義務を株式会社プラザクリエイトストアーズに承継し、業務のスリム化、効率化を

推進するとともに、当社は、グループ全体の戦略的なマネージメント機能を担い、当社グループの企

業価値の向上に一層努めてまいります。 

（２）会社分割の要旨 

① 分割の日程 

吸収分割承認取締役会 平成26年５月21日 

吸収分割承認株主総会 平成26年６月27日（予定） 

吸収分割の予定日（効力発生日） 平成26年10月１日（予定） 

② 分割の方式 

当社を分割会社とし、株式会社プラザクリエイトストアーズを吸収分割承継会社とする吸収分割で

あります。 

③ 吸収分割に係る割当ての内容 

当社は、株式会社プラザクリエイトストアーズの発行済株式の全株式を所有しているため、株式会

社プラザクリエイトストアーズは本件吸収分割に際し、当社に対して株式の割当を行わないものとし

ます。 
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④ 分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

⑤ 分割により増減する資本金等 

当社は、本吸収分割による資本金及び資本準備金の額の増減はありません。 

⑥ 承継会社が承継する権利義務 

効力発生日におけるフォトショップ（フランチャイズを含む）の本部機能とモバイル事業の一次代

理店機能に関する資産、債務、契約その他の権利義務を承継します。 

⑦ 債務履行の見込み 

本吸収分割において、当社及び承継会社の負担すべき債務について、履行の見込みに問題がないも

のと判断しております。なお、承継会社が承継する債務については、重畳的債務引受の方法によるも

のとしております。 
 

（３）分割当事会社の概要 

 分割会社 

（平成26年３月31日現在） 

承継会社 

（平成26年３月31日現在） 

①  名称 株式会社プラザクリエイト 株式会社プラザクリエイトストアー

ズ （注）１ 

②  所在地 東京都中央区晴海一丁目８番10号 東京都中央区晴海一丁目８番10号 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大島康広 代表取締役社長 大島康広 

④  事業内容 フォトショップのフランチャイズ事

業及びモバイル事業 

フォトショップの経営 

 

⑤  資本金 100百万円 50百万円 

⑥  設立年月日 昭和63年３月11日 昭和39年１月23日 

⑦  発行済株式総数 13,836,258株（注）２ 1,000株 

⑧  決算期 ３月31日 ３月31日 

⑨  従業員数 75名 178名 

⑩  主要取引先 ソフトバンクモバイル㈱、 

ＫＤＤＩ㈱ 

㈱プラザクリエイト 

⑪  主要取引銀行 ㈱みずほ銀行、㈱三菱東京UFJ銀行 

㈱商工組合中央金庫 

該当事項ありません。 

⑫  大株主及び持分比率 ㈱中部写真         40.51%

Vistaprint Distribution B.V． 

17.34%

富士フイルム㈱        16.33%

㈱みずほ銀行（常任代理人 資産 

管理サー ビス信託銀行㈱）  4.12%

資産管理サービス信託銀行㈱  3.95%

大島 康広                  1.28%

プラザクリエイト従業員持株会 0.96%

㈱浅沼商会                  0.58%

松田産業㈱                  0.58%

㈲樹                 0.52%

㈱プラザクリエイト     100% 

 

⑬ 当事会社の関係 資本関係 承継会社の全株式を保有 

 人的関係 取締役４名、監査役１名が兼務してお

ります。 

 取引関係 当社から商品及び製品を購入、設備及

び不動産の賃借、資金の融資等 

 関連当事者への該当状況 当社の連結子会社 
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⑭  直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 株式会社プラザクリエイト 

（連結） 

株式会社プラザクリエイトストア

ーズ （注）１ 

純資産 3,714百万円 △1,199百万円

総資産 11,574百万円 2,504百万円

１株当たり純資産(円) 268円47銭 △1,199,365円33銭

売上高 20,137百万円 8,396百万円

営業利益 516百万円 116百万円

経常利益 502百万円 173百万円

当期純利益 309百万円 107百万円

１株当たり当期純利益(円) 26円49銭 107,104円04銭

（注）１．株式会社プラザクリエイトストアーズは、平成26年４月１日に株式会社プラザクリエイトイ

メージングから名称を変更しております。また、同日に当社の連結子会社株式会社プラザクリ

エイトモバイリング及び株式会社プラザハートと吸収分割しそれぞれの事業を承継しており

ます。なお、上記に記載の金額等は、吸収分割前のものであります。 

２．当社は平成26年２月27日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成26年４月１日付で株式１

株につき３株の株式分割を行っており、株式分割後の発行済株式総数を記載しております。 

（４）分割する事業部門の概要  

① 分割する事業部門の内容 

フォトショップ（フランチャイズを含む）の本部機能とは、フランチャイズを含むチェーン本部で

あり、店舗の経営指導及び商品の企画・調達並びにシステム管理等を行う事業であります。 

モバイル事業の一次代理店機能とは、携帯販売事業において直接通信キャリア事業者と取引し、二

次代理店舗へ商品供給又は割賦代金の精算業務等を行う事業であります。 

② 分割する事業部門の経営成績（平成26年３月期） 

 （a）分割事業 当社（分割前）（b） 比率（a/b） 

売上高 11,436百万円 11,714百万円 97.6% 

（注）分割する事業に係る費用を現時点では確定できないため、売上高のみ記載しております。 

③ 分割する資産、負債の項目及び金額（平成26年３月31日現在） 

資 産 負 債 

項 目 帳簿価額 項 目 帳簿価額 

流動資産 2,878百万円 流動負債 3,163百万円 

固定資産 1,511百万円 固定負債 1,189百万円 

合 計 4,389百万円 合 計 4,353百万円 

（注）上記金額は平成26年３月31日現在の貸借対照表を基準としているため、実際に分割承継される

金額は、上記金額とは異なります。 

（５）会社分割後の状況 

本吸収分割における、当社の商号、本店所在地、代表者、資本金、決算期についての変更はありま

せん。 

なお、事業内容については、別途、定款変更のお知らせをする予定です。 

（６）今後の見通し 

本件は、当社100％連結子会社との吸収分割であるため、連結に与える影響は軽微であります。 

なお、個別業績に与える影響は現在精査中であります。今後詳細がわかり次第お知らせいたします。 
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２．吸収合併 

（１）吸収合併の目的 

当社の連結子会社である株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社プラザハートは、平

成26年４月１日に株式会社プラザクリエイトストアーズを承継会社とする吸収分割を行いました。よ

って、株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社プラザハートは、会社の存続理由がなく

なりますので当社と吸収合併いたします。また、株式会社Ｑｌｉｘも事業の拡大が見込めなくなった

ため当社と吸収合併いたします。 

 

（２）合併の要旨 

① 合併の日程 

吸収合併承認取締役会 平成26年５月21日 

吸収合併の予定日（効力発生日） 平成26年７月１日（予定） 

（注）略式合併のため各社の株主総会は省略いたします。 

② 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社プラ

ザハート並びに株式会社Ｑｌｉｘは解散いたします。 

③ 合併比率 

株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社プラザハート並びに株式会社Ｑｌｉｘの各

社は、当社100％子会社の合併であるため、株式の発行はいたしません。 
④ 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
 

（３）合併当事会社の概要 

存続会社である当社（株式会社プラザクリエイト）の概要は、前述の記載を参照してください。 

 被合併会社３社の概要 

（平成26年３月31日現在） 

① 名称 株式会社プラザクリエ

イトモバイリング 

株式会社プラザハート 株式会社Ｑｌｉｘ 

② 所在地 東京都中央区晴海一丁

目８番10号 

東京都中央区晴海一丁

目８番10号 

東京都中央区晴海一丁

目８番10号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  

大島康広 

代表取締役社長  

大橋正信 

代表取締役社長  

大島康広 

④  事業内容 モバイルショップの経

営 

ブライダル教会の運営 カメラの販売 

⑤  資本金 10百万円 30百万円 10百万円 

⑥  設立年月日 平成19年４月20日 平成18年４月18日 平成22年４月28日 

⑦  発行済株式総数 200株 600株 200株 

⑧  決算期 ３月31日 ３月31日 ３月31日 

⑨  従業員数 170名 18名 － 

⑩  主要取引先 ㈱プラザクリエイト ㈱プラザクリエイト ㈱プラザクリエイト 

⑪  主要取引銀行 ㈱商工組合中央金庫 該当事項ありません。 該当事項ありません。

⑫  大株主及び持分比率 ㈱プラザクリエイト

100% 

㈱プラザクリエイト 

100% 

㈱プラザクリエイト

100% 

⑬ 当事会社の関係    

資本関係 当社の100％子会社 当社の100％子会社 当社の100％子会社 
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 人的関係 当社から取締役４名、

監査役１名が兼務して

おります。 

当社から取締役３名、監

査役１名が兼務してお

ります。 

当社から取締役３名、監

査役１名が兼務してお

ります。 

 取引関係 当社から商品及び製品

を購入、設備及び不動

産の賃借、資金の融資

等 

当社から商品及び製品

を購入、設備及び不動産

の賃借、資金の融資等 

当社から商品を購入等 

 関連当事者への該当状

況 

当社の連結子会社 当社の連結子会社 当社の連結子会社 

⑭  直前事業年度の財政状態及び経営成績 

純資産 △254百万円 △480百万円 0.3百万円

総資産 2,440百万円 101百万円 0.8百万円

１株当たり純資産(円) △1,271,502円27銭 △800,468円04銭 1,794円22銭

売上高 9,701百万円 348百万円 1百万円

営業利益 153百万円 △29百万円 △0.5百万円

経常利益 160百万円 △29百万円 △0.7百万円

当期純利益 120百万円 △61百万円 △0.8百万円

１株当たり当期純利益(円) 602,359円96銭 △102,630円48銭 △4,031円05銭

（注）株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社プラザハートは、平成26年４月１日に当社の連

結子会社株式会社プラザクリエイトストアーズと吸収分割しそれぞれの事業を分割しております。な

お、上記に記載の金額等は、吸収分割前のものであります。 

（４）合併後の状況 

①商号 株式会社プラザクリエイト 

②事業内容 フォトショップのフランチャイズ事業及びモバイル事業 

③本店所在地 東京都中央区晴海一丁目８番10号 

④代表者 代表取締役社長 大島康広 

⑤資本金 100百万円 

⑥総資産 未確定 

⑦決算期 3月31日 

 

（５）業績に与える影響 
本件は、当社 100％連結子会社との合併であるため、連結及び個別業績に与える影響は軽微であ

ります。 
 

 

３．子会社の解散 

（１）子会社の概要 

 名称 株式会社フォトネット 

 所在地 東京都中央区晴海１-８-10 

 代表者の氏名 代表取締役社長 大島 康広 

 事業内容 撮影印刷物の製造販売、写真スタジオの経営および

カメラマンの派遣事業 

 資本金 10百万円 

 設立年月日 平成22年４月28日 

 持株比率 当社100％ 

 

（２）解散の理由 

株式会社フォトネットは、当社グループの持つ生産ノウハウを有効に活用するため当社の100％子
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会社として設立いたしました。しかしながら設立当初見込んでいた当社グループでのシナジー効果が

薄れてきたと判断されることから、当社といたしましては、経営資源を主力事業に集中するため、こ

のたび同社の解散を決議いたしました。 

 

（３）解散の日程 

平成26年７月31日（清算結了予定） 

 

（４）今後の見通し 

本件に伴う連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 
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